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２Ｉ１８ 

分野横断的なネットワーク分析による研究機関評価	

	

	
○田中和哉（東京大学）,	坂田一郎（東京大学）	

	

	
概要	

トップレベル研究機関のマネジメントについて、イノベーションを考える際に、多様性は非常に重要で

ある。従来の分析では専門分野によりがちであるため、研究機関のマネジメントとしての横断的な知見

を得るのが難しい。ネットワーク分析により、その知見の一助となる分析を行った。	

その中でも、今回行ったのは計量書誌学的な情報を用いて、論文の引用と共著の関係からネットワーク

を形成し、そこから出たネットワーク関連指数や相対的位置関係と現行の大学ランキングなどを踏まえ

た	

	

序論	

本研究は、情報爆発を迎える現状の大学や研究機関の情報を、いかに機械的にイノベーションや多様性

の情を得ることができることに主眼を置いている。	

既存の大学ランキングや科学技術政策に用いられる論文書誌情報は主に論文数や論文の引用数が主だ

ったものであるが、今回は、４つのクエリにおける(1)引用ネットワークを形成し、その最大連結成分

を抽出し[1]、(2)大学や期間ごとの共著ネットワークを形成し、そのクエリにおける指標とすることと

した。この背景にある仮説としては、引用ネットワークを用いることで、現行の指標[2-4]でも用いら

れている大まかなその分野での重要な論文を捉えることができ、その中から、共著ネットワークを用い

ることで、研究者が協働していく動きを捉えると考えられ、これが意味のある多様性やイノベーション

を計測できるのではないかと考えたことにある。[5-6]	

	

手法と結果	

実験 1（引用ネットワーク）	

まず、トムソンロイター社の提供する Web	of	Science	Core	Collection を用いて 2006 から 2015 まで

の論文を用いて、学術俯瞰システムを使った下記のような実験を行った[7-8]。	

	

1. 書誌情報から引用ネットワークを形成	

2. ネットワーククラスタリングを実行し、クラスタを自動分類	

3. 上のうちの最大連結成分を抽出	

4. 可視化、重要情報の抽出、ネットワーク指数の算出	

	

データベースとしては下記の４つをケースとして用いた（他の国際発表との精緻な整合性のため英語の

まま残す）。	

	

Datasets in this research 
1. Top 1% Papers (Most 1% cited publications in search) – This way of standard are widely used as 

university ranking or policy evaluation based on citation importance to understand overall research trend. 
2. iPS Cell – As first case study to know cutting-edge research area, we used dataset of iPS cell as relatively 

new dataset. In 2012, John B. Gurdon and Shinya Yamanaka won the Nobel Prize in Physiology or 
Medicine for the discovery that mature cells can be reprogrammed to become pluripotent[11][12]. We 
searched the paper using “(“mature cell*’’ OR reprogram* OR pluripotent OR ‘‘developmental capacity 
of nuclei’’ OR ‘‘developmental capacity of nucleus’’)” as a query. 

3. Solar Cell – Basic research at this topic is relatively old but this cover sevral key different technology 
such as silicon, dye-sensitized cell [9]. We searched the paper using “solar cell* or photovol*” as a 
query. 
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4. Nano-carbon – This topic includes several research topics such as fullerene[13], carbon nano-tube[14] 
and graphene[15] from old age to current period. We searched the paper using “(((carbon and (nano* OR 
micro*)) or fullerene or Buckminsterfullerene or Buckminster-fullerene or C60 or C-60 or graphene or 
(_lament* and carbon)))” as a query. 
* All datasets include research papers published from 2006 to 2015 (At some purpose, we may divide 
two groups: 2006-2010 and 2011-2015) 

	

データベースとしては下記の４つをケースとして用いた（他の国際発表との精緻な整合性のため英語の

まま残す）。	

	

図表 1	各分野の最大連結成分引用ネットワーク	

	

  
1. Top 1% Papers 2. iPS Cell 

  
3. Solar Cell 4. Nano-carbon 

	

	

以上のように、Topic2-4 に関しては報告の通りの結果が得られ、綺麗なクラスタリングが見受けられる。

この通り実験自体は出来ていると考えられ、Topic1 も同様に扱えると考えられる。	

	

実験 2（共著ネットワーク）	

実験１で得られた最大連結成分を元に、機関（大学なども含む）ごとの共著ネットワークを形成した。

以下にその中でのトップ 100 機関までの例を示す。	
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図表 2	機関共著ネットワーク:	1.	Top	1%	Paper	from	2006	to	2015	
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図表 3	機関共著ネットワーク:	2.	iPS	Cell	from	2006	to	2015	
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図表 4	機関共著ネットワーク:	3.	Solar	Cell	from	2006	to	2010	
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図表 5	機関共著ネットワーク:	3.	Solar	Cell	from	2011	to	2015	
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(他の結果に関しては紙面の都合上省略する)	



― 782―

考察および今後の展望	

今回の結果により、協働は国家間での共著が主になっていることがわかった。また専門家の理解である

歴史的な国家の研究開発の動きの認識や既存の大学ランキングとの整合性に関して、ここでは示してい

ないが、それぞれのネットワーク指標であるページランクとの整合性が高いことも分かった。またネッ

トワーク指標のまた別の一つである媒介中心性を用いるとそのクラスタ間（国家間）での重要性とも比

較でき、つまり、全体の順位と国家間での順位との差別ができ得る示唆も得た。	

他にもトピックごとではあるが、TOP1%論文指標では一般的に論文数や IMPACT	FACTOR	の高いと言われ

る臨床系の指標に大きく影響を受けること、スモールワールド性を考慮すると、新規の研究の方がより

密な共著ネットワークを形成していると考えられ、今回の研究のような共著による多様性の増加が新し

いイノベーションを生むに必要であることの一助を得た。	
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２Ｉ１９ 

IT活用と企業の持続的競争優位性の関係に関する実証研究 

 

 
○安田弘一（名古屋商科大学大学院），伊佐田文彦（関西大学） 

 

 

 
１．はじめに 

 IT によって業務の効率化を図った時代には,IT の活用が直接的に企業のパフォーマンスに貢献した。

戦略的に IT を活用する現在は，IT の活用が直接的に企業のパフォーマンスに貢献することが困難にな

ってきている。そこで，IT 活用と競争優位，IT と企業パフォーマンスの関係性を検証した先行研究を

参考に，IT活用が企業の競争優位の実現に貢献し成果を出すプロセスについて仮説を設定しアンケート

調査により定量的に検証を実施した。その成功のメカニズムから中堅・中小企業が IT 化を推進するた

めの方向性を提案する。 

 

２．先行研究 

 IT活用と競争優位，ITと企業パフォーマンスの関係性を検証したいくつかの先行研究がある。 

平本(2003)は，企業が IS（情報システム）を活用して競争優位を実現するプロセスを定量的に実証し，

事例により定性分析をし，IS と競争戦略・組織特性との間の整合性が高いほど IS の有効性は高く，IT

能力が高いほど ISの有効性は高い，かつ，組織特性は IS の有効性（組織力の強化、競争力の強）に有

用な影響を及ぼすという結論を導き出した。 

向(2011)は，IT/ISそのものや，また ITを取り巻く補完資源を含めても，IT/ISは継続的競争優位性

をもたらす資源ではないこと，またビジネスプロセス(仕組み)がなければ，IT/IS を導入しても，企業

パフォーマンスの向上や競争優位性に結びつかないと言っている。 

大森・妹尾(2007)は，IT資産の特性と組織の特性を考慮して，IT投資の意思決定者が IT投資の効果

をどのように認識しているかを分析するために，「IT 経営百選」に選出された中小企業にアンケート調

査を実施した。その結果，IT資産の特性としては，新規戦略系システムと情報共有系システムは効果を

認識されやすいが，財務への効果は少ないこと，組織の特性としては，BSC（Balanced Scorecard ）の

業務以外のすべての効果（財務，顧客，社員への効果）に影響を及ぼしていることを導き出した。 

淀川(2012,2013)は，企業がどんな事業戦略の見直しに直面し，どんな改革を実行しているか，そして

その改革に IT がどう貢献しているかをアンケート調査で検証し，事業戦略を見直した企業は様々なレ

ベルの変革を実行しており，変革を実行するために IT を活用していること，事業戦略の見直しができ

ない企業は，IT 活用全般にわたっても成果を生み出しておらず，その根本原因は不十分な IT のマネジ

メントにあるという結果を得ている。 

吉崎(2009)は，企業経営者には ITを活用する企業能力を高め経営戦略に活用する責務があるとして，

サンプリング調査をし，ITケイパビリティの 5つの要素を定義しており，最も重要な能力は，‘IT活用

ビジョン構築力’であると言っている。 

 

３．分析枠組みと仮説設定 

本研究では，IT投資が最終的に企業パフォーマンスに影響を与えるプロセスを定義し，その因果関係

を分析する。プロセスの因果関係を図１のように枠組みを設定して分析を行う。その枠組みに基いて以

下のような仮説を設定した。 

「仮説１」：ITケイパビリティは，BP改革の有効性に影響する 

「仮説２」：BP改革の有効性は，競争優位に影響する 

「仮説３」：競争優位は，企業パフォーマンスに影響する 

「仮説４」：ダイナミック ITケイパビリティは，競争優位の継続性に影響する 

 

 




